
◎中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承

継の円滑化に関する法律等の一部を改正する法律 
（令和二年六月一九日法律第五八号）   

一、提案理由（令和二年五月二七日・衆議院経済産業委員会） 

○梶山国務大臣 中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承継の円

滑化に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御

説明申し上げます。 

 中小企業は地域経済において重要な役割を果たしている一方で、経営者の高齢化によ

り多くの経営者の引退期が迫る中、後継者候補が現経営者の経営者保証の存在を理由に

承継を拒否するなど、経営者保証が事業承継の支障となっている事態が生じております。 

 このような状況を踏まえ、我が国の経済の活力の源泉であり、サプライチェーンや地

域の経済、雇用を支えている中小企業の廃業を防ぎ、積極的な事業展開を支援する観点

から、経営者保証の解除支援を始め、円滑な事業承継及び事業拡大の促進のために必要

な措置を講ずるべく、本法律案を提出した次第です。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、経営者保証解除による事業承継の促進のための施策を講じます。事業承継時

に経営者保証を不要とする信用保証制度の特例を設けることにより、経営者保証の解除

を促すための施策を講じます。あわせて、事業承継支援体制の強化として、全国四十七

カ所の認定支援機関の業務に、親族内承継支援及び経営者個人の保証債務整理支援業務

を追加します。 

 第二に、中堅企業への成長促進のための施策を講じます。地域経済牽引事業計画につ

いて、承認を受けた事業者が、中小企業者要件を満たさなくなった場合においても、計

画期間中は同計画による中小企業向け支援を継続することで、積極的な事業拡大を促進

します。 

 第三に、事業者目線での施策整理を行います。近年の事業環境の変化を踏まえ、類似

の計画認定制度を整理統合して、事業者にとってよりわかりやすく利便性の高い施策体

系へと転換します。 

 第四に、海外展開の促進に向けた施策を講じます。経営革新計画等において、株式会

社日本政策金融公庫による中小企業の外国関係法人等に対する直接融資等の特例を措置

することで、中小企業の機動的な海外展開を促進します。 

 また、これらの措置とあわせて、独立行政法人中小企業基盤整備機構の業務について

必要な改正を行います。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（令和二年六月二日） 

○富田茂之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ



る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、中小企業の廃業を防ぐとともに、中小企業が積極的に事業展開を行い、成長

できる環境を整備するため、事業承継の障壁となっている経営者保証の解除支援、みな

し中小企業者特例による中堅企業への成長環境の整備、各種計画制度の整理統合及び海

外展開支援の強化等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る五月二十六日本委員会に付託され、翌二十七日梶山経済産業大臣から提

案理由の説明を聴取いたしました。二十九日に質疑に入り、質疑終局後、採決を行った

結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二九日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 中小企業の経営の安定及び資金調達の円滑化を図るため、経営者保証に依存しない

融資を一層促進すること。 

  また、事業承継の際の障壁となっている経営者保証の解除については、「経営者保

証に関するガイドライン」及び同ガイドラインの特則の周知を図り適切な運用を促す

とともに、本法により新たに措置される信用保証制度の活用状況及び経営者保証解除

による事業承継促進への効果について適時検証し、円滑な事業承継が実現するよう、

必要に応じて更なる対応策について検討すること。 

二 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う景気悪化の中、中小・小規模事業者の廃業

や倒産の回避のため、万全の対策を講じること。加えて、後継者が見つけられず廃業

に追い込まれる中小企業が増加しないよう、第三者承継や中小Ｍ＆Ａ市場の活性化を

含む施策を講じるとともに、税制面・予算面も含めた更なる支援策を早急に検討する

こと。 

三 中小企業の海外展開支援については、新型コロナウイルス感染症の影響によるサプ

ライチェーンの多様化や国内における生産拠点の再構築の動向等も踏まえるなど、中

小企業のニーズを把握した上で、的確な支援策の充実を図ること。 

  また、中小企業が新型コロナウイルス感染症を契機に世界で生まれる新たな需要に

対応できるよう、情報提供やニーズの発掘、マッチング支援等、資金面以外の支援も

あわせて強化すること。 

四 各種計画制度の整理統合に当たっては、これまでの計画制度の運用実績、効果等の

検証を的確に行い、事業者にとってより使い勝手のよいものとなるよう見直すととも

に、既存の制度を活用してきた中小企業に混乱が生じないよう、情報の周知徹底を図

ること。また、計画の申請手続については、可能な限り簡素なものとし、事業者の負

担軽減を図るとともに、とりわけ、計画の電子申請については、申請書類等の合理化

とあわせ、事業者間のデジタル・デバイド（情報格差）に十分に配慮しつつ取り組む



こと。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和二年六月一二日） 

○礒崎哲史君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、中小企業による事業承継の円滑化を図るため、信用保証協会による保証

について経営者の個人保証を求めない保証の創設、経営力向上計画及び地域経済牽引事

業計画における事業承継支援並びに代表者交代に伴う事業承継に関する支援体制の整備

等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、中小企業の事業承継支援の在り方、経営者保証の解除に向け

た支援の促進に関する今後の取組、中小企業の利便性向上のための各種計画制度の見直

しの意義等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年六月一二日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 事業承継の際の障壁となっている経営者保証の解除については、本法により新たに

措置される信用保証制度の効果や活用状況を適時検証し、必要に応じ更なる対応策に

ついて検討を行うこと。 

  また、経営者保証に依存しない融資を一層促進するため、「経営者保証に関するガ

イドライン」及び同ガイドラインの特則の周知を図るとともに、中小企業と金融機関

の橋渡し役となる経営者保証コーディネーター等が効果的に機能し、適切な運用が促

進されるよう努めること。 

二 事業承継の円滑化が我が国経済の持続的な成長や地域における雇用の維持に極めて

重要であることに鑑み、第三者承継への更なる支援や中小Ｍ＆Ａ市場の活性化等の施

策を適切に講ずること。 

三 中小企業の海外展開支援については、海外生産拠点の分散化や国内生産拠点の再構

築等の必要性も踏まえつつ、中小企業のニーズに対応して、資金調達面のみならず、

情報提供やマッチング支援等、総合的な支援の一層の充実強化を図ること。 

四 各種計画制度については、事業者にとって使い勝手の良いものとなるよう引き続き

適切な見直しを行うとともに、それら制度が今後の中小企業の発展につながるよう更

なる環境整備に努めること。なお、計画の申請手続については、書類の簡素化等によ

り、事業者の負担軽減を図るとともに、事業者間のデジタル・デバイド（情報格差）

にも十分配慮しつつ、計画の電子申請を推進すること。 

五 新型コロナウイルス感染症の影響による中小企業・小規模事業者の廃業や倒産を回



避するため、予算・税制・金融面での必要な支援策の検討を含め、万全の対策を講ず

ること。 

  右決議する。 

 


